
養手当支給事業

児童扶養手当受給者数
3

606 575 540 540 540 540
人

540 547 533 512 - -

11698  母子・父子自立支援事業

母子・父子自立支援員設置数
4

1 1 1 1 1 1
人

1 1 1 1 - -

政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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０２ 健やかで笑顔にあふれ、互いに支えあうまちを目指します
０３ 子ども・子育てへの支援
０２ 安心して子育てができる環境づくり

児童福祉課　総括主査  古前田　公湖

１．施策の平成30年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

・児童手当及び児童扶養手当の支給により、子育て世帯の経済的負担を軽減します。

・母子・父子世帯への支援及びＤＶ被害者保護等の対策を推進するとともに、関係機関とのネットワークにより、児童虐待

等の防止と早期発見、早期対応を図ります。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度

暮

ら

し

子育ての悩みや不安を相談できる人がいる（いた）人の割合

1 59 60 61 62 62 Ａ
％ 56.2

58.1 59 83.2 68.5 68.5 212.1

幸

福

子どもが大切に育てられていると感じる人の割合

2 75.5 76 76.5 77 77 Ｄ
％ 75.3

75 78.2 79.8 74.1 74.1 △70.6

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度

6072  家庭児童相談員設置事業

家庭児童相談員設置数
1

3 1 2 2 2 2
人

3 3 2 2 - -

11153  児童手当給付事業

児童手当給付延べ児童数
2

88,935 87,000 86,800 86,700 86,600 86,500
人

87,158 86,625 85,758 84,757 - -

11690  児童扶



針についての達成（実現）状況
Ａ 達成した

Ａ 達成した

(１) 施策の実現に影響する社会環境変化
Ｂ 社会環境変化あり

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ａ 必要なし

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ｂ 課題あり
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２．施策の実現に向けての平成30年度までの取り組み状況を分析する

・児童手当及び児童扶養手当を支給し、子育て世帯及びひとり親世帯の経済

政

的負担の軽減しました

 

。

・滝沢市児童家庭相

 

談援助ネットワーク会

 

議など関係機関等の連

 

携を強化し、児童虐待

策

防止と早期発見、早期

:

対応を図りま

した。

・

基

ＤＶ防止の意識啓発、

本

被害者からの相談対応

施

や関係機関等との連携

策

を強化しました。

(２

:

) 基本計画内の取り

施

組みと方針のうち、平

 

成30年度の重点課題

 

の達成（実現）状況

【

 

重点課題】

・子育て世

 

帯及びひとり親世帯の

策

経済的負担の軽減。

・

:

児童虐待防止と早期発

施

見、早期対応。

【重点

策

課題に対応した達成状

担

況】

・子育て世帯及び

当

ひとり親世帯の経済的

職

負担の軽減については

・

、児童手当及び児童扶

氏

養手当の支給により達

名

成しました。

・児童虐

(

待防止等については、

１

関係機関との連携強化

)

を図りました。

３．施

 

策の実現に向けての平

施

成30年度実施後での

策

変化を認識する

・少子

目

化や核家族化、就労形

標

態の多様化

基本施策達

の

成のため、引き続き同

達

一内容の基本施策の実

成

施が必要であるため、

（

見直しの必要はありま

実

せん。

(１) 平成3

現

0年度方針策定に際し

）

、今後の方向性や引継

に

課題

【今後の方向性】

向

引き続き子育て世帯及

け

びひとり親世帯の経済

た

的負担の軽減や支援、

基

児童虐待防止などに関

本

する取り組みを進めま

計

す。

【引継課題】

・家

画

庭環境等が複雑な要保

期

護児童世帯への対応。

間内の取り組みと方



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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6072  家庭児童相談員設置事業

7,822 7,443 △4.8

11153  児童手当給付事業

957,244 946,022 △1.2

11690  児童扶養手当支給事業

230,767 228,999 △0.8

11698  母子・父子自立支援事業

7,267 5,853 △19.5

15754  児童扶養手当システム更新事業

22,670 0 皆減


